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AA..研研究究目目的的  
HIV の感染によって引き起こされる AIDS は、

日和見感染症や悪性腫瘍を伴う免疫不全を主病

態とする症候群の総称である。2022年末までに、
日本では合計 20,003例のHIV診断と 8,983例の
AIDS患者が報告されている。HIV流行対策とし
て、早期発見し、診断次第に免疫低下の進行を待

たずして抗レトロウィルス薬治療(ART)を開始す
ることで、HIV陰性パートナーへの感染のリスク

を下げることや、免疫力の指標である CD4 陽性
型リンパ球の数がより高くなるということを目

指す戦略がとられている。これにより、近年では

これまで以上の早期診断が求められ、いわゆる

test and treat戦略と treatment as preventionが
HIV/AIDSの予防策として世界的にも推奨されて
いる。また、6ヶ月以上 200コピー/ml以下のウ
イ ルス 量を 抑え るこ とで 、検 出不 可能

(Undetactable)なウイルスレベルの HIV 感染者

研研究究要要旨旨 
HIV感染症の流行対策は早期の検査を通じて感染を診断し、その感染者を継続的に治療下に置きつ

つウイルス量の抑制を行うことが主流である。それが 2次感染の予防に間接的に繋がり、結果として
人口レベルで HIV感染症の流行を抑制する決め手となることが知られている。これに関連して、国連
エイズ合同計画では test and treat 戦略の一環として 90-90-90をスローガンに掲げていた。それは、
診断されている者の割合、治療下にある者の割合、そしてウイルス量が抑制されている者の割合を全

て 90％以上とする戦略である。加えて 2030年を目標に新たに 95-95-95にスローガンは更新された。
しかし、わが国におけるHIV感染症の診断は十分とは言い難い状況が続いており、実数の把握と、そ
の向上のための検査体制の更なる取組の検討が課題となっている。検査所の利便性向上、受検アクセ

スの改善、HIV診断検査の充実を図り、検査の質を高めていき、自治体行政との連携モデルを構築す
ることで、日本全体の検査体制を向上させ、HIV陽性者の早期診断を促進していく必要性がある。 
本分担研究「HIV検査・相談における疫学的な現状評価にかかる研究 その１」では、日本におけ

る HIV感染者中の診断者の割合に関して疫学的研究に取り組み、特に COVID-19流行下での HIV感
染症への影響評価を行いつつ、地域レベルでの推定を実施した。 
全国および地域別での推定は完了し、2022 年における全国の年間新規 HIV 感染者数は 559 人

(95%CI：341, 778)と推定された。2022 年における未診断 HIV 感染者数は 3209 人と推定され、全
HIV 感染者のうち診断を受けている割合は 90.0% (AIDS 未発症者に限れば 86.2%)と推定された。
2022年末までの地域別の推定においては中国・四国地方で 80.1%、九州・沖縄地方で 80.2%と全国と
比較すると低く、一方で東京、近畿地方、北陸地方では 90%を超えていた。 
地域別推定の結果から、地方において年間新規 HIV 診断率の低下、年間新規 HIV感染者数の増加

が新型コロナウイルス感染症流行下において認められたため、地域別のアプローチの仕方を考慮する

必要性が示唆される。日本の新規感染者数は減少傾向が継続と思われるが、今後もアクセスしやすい

検査へと導く努力を行う必要性が考えられる。 
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は 2 次 感 染 の 可 能 性 が 極 め て 限 定 的

(Untransmittable)とされ、その状況を達成した
ものを、頭文字を取って U=U と呼び、これも推
奨されている。 
国連エイズ合同計画（UNAIDS）は2020年まで

に、HIVに感染している90%が自分のHIV感染を 

認識し、HIV診断を受けた人の 90%が抗レトロウ

イルス療法（ART）へとアクセスし、ARTを受け

ている人の 90%がウイルス量を抑制するという

スローガンである「90-90-90」を掲げた。これを達

成することで感染者個々の感染予後が改善する

だけでなく、2 次感染が防がれることで人口レベ

ルの制御が期待できる。加えて、2030年を目標と

した「95-95-95」が設定され、引き続き HIV/AIDS

の流行根絶を現実視する努力が継続されている。

2016 年における世界の現状は、HIV 患者のうち
検査を受けて陽性を認知している割合は 70%程
度で、そのうち治療開始している者は 77%、ウイ
ルス抑制ができている者は 82%程度だったが、
2020年にはそれぞれ 84%、87%、90%にまで改善
している。日本国籍の感染者については 2017 年
末の時点で、最初の 90について 80.3% (95% CI: 
78.7%, 82.0%)と推定されており、目標達成には至
っていない。 
わが国においては、HIV感染症の診断が必ずし

も十分ではない状況が続いている。感染者実数の

把握と、その向上のための検査体制の更なる取組

の検討が喫緊の課題となっている。検査所の利便

性向上、受検アクセスの改善、HIV診断検査の充
実を図り、検査の質を高めていき、自治体行政と

の連携モデルを構築することで、日本全体の検査

体制を向上させ、HIV陽性者の早期診断をすすめ
ることが肝要である。特に、HIV診断検査の向上
やそれに伴う HIV 感染症制御の効果について十
分に推定することが鍵になり、地域性を含む詳細

な異質性を把握することが課題となっている。 
また、2020年からの新型コロナウイルス感染症

によるパンデミックの影響により、新規 HIV 診
断率にたいして影響が及ぼされた可能性がある。

保健所としてはパンデミック対応に追われるこ

とになり、HIVの検査体制への影響が出た可能性
が予想され、地域別にもその影響が異なる可能性

が考えられる。 
本研究の主目的は HIV 診断検査の向上やそれ
に伴う HIV 感染症制御の効果について地域別に
疫学的定量化をすることである。また COVID-19
流行下における地域レベルでの検査機会の拡大

に伴う疫学的インパクトの推定を実施した。 
 

BB..研研究究方方法法  

  
(i)疫学的データ 
 本研究においては、エイズ動向委員会が公開し

ている 1985 年から 2022 年末までの日本国籍の
HIV 新規診断者および AIDS 新規患者数を地域
毎に分析した。地域は東京、北海道・東北、関東・

甲信越、北陸、東海、近畿、中国・四国、九州・

沖縄毎に都道府県を分割した。 
(i)逆計算法をもちいたモデリング 
地域毎に逆計算法を実施した。潜伏期間は先行

研究より中央値を 10年とし、感度分析として 7.5
年、12.3 年といった仮定に基づいても実施した。
それぞれの中央値に基づくパラメータを固定し

たWeibull分布のハザード関数をモデル内で使用
した。 

図図 1. デデーータタ生生成成過過程程モモデデルル（（Nishiura H. PeerJ 
2019;7:e6275）） 
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 図 1の競合リスクモデルに類するデータ生成過
程をマッケンドリック偏微分方程式系モデルを

利用して定式化した。日本におけるエイズ動向委

員会が発出するデータは HIV 感染症の初診断か
或は AIDS の初発病（過去に HIV 感染症を未診
断）のいずれかであり、そのいずれもが未診断

HIV感染者から生じる。それらのデータ生成過程
のプロセスについて、以下のような偏微分方程式

を利用して記述をおこなった。 

( 𝜕𝜕𝜕𝜕𝜕𝜕 +
𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕)ℎ(𝑡𝑡, 𝑠𝑠) = −(𝛼𝛼(𝑡𝑡) + 𝜌𝜌(𝑠𝑠))ℎ(𝑡𝑡, 𝑠𝑠) 

 ここで、h(t, s)は時点 t における感染齢 s の未
診断 HIV感染者、α(t)は時点 tにおける単位時間
あたりの HIV診断ハザード、ρ(s)は感染齢 sにお
ける AIDS 発症(診断)のハザードである。このマ
ッケンドリック方程式を特性線に沿って解析的

に解くと、HIV感染症の初診断と AIDS発病のそ

れぞれに関する積分方程式が得られる。その積分

方程式は、推定したい時間当たりの新規 HIV 感
染者数と HIV 感染から発病までにかかるハザー
ド（潜伏期間を構成する）、HIV 感染から診断ま
でにかかるハザード（時刻に依存する診断率とす

る）から成る。これらのうち、上記したように潜

伏期間は既知として想定し、新規 HIV 感染者数
と新規 HIV 診断率の推定問題として積分方程式
を適合することで現在の日本における未診断者

数および総感染者数を逆算することができるシ

ステムを構築した。 
(倫理面への配慮) 
 本研究は、既に厚生労働省エイズ動向委員会に

よって年報として発表・公開された 2次データを
用い、主に数理モデルを利用した理論疫学研究を

展開したものである。そのため、公開データには

図図 22..  西西浦浦・・藤藤原原..  22002222年年末末のの地地域域別別のの年年間間新新規規 HHIIVV感感染染者者数数  ((AA))おおよよびび年年間間新新規規 HHIIVV診診断断率率  ((BB)) 
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個人情報は掲載されておらず、個人情報を扱う倫

理面への配慮を必要としない。 
今後、個体に関わる情報を取り扱う場合には所

属先（京都大学大学院医学研究科）における医の

倫理委員会及び共同研究先の同様の判断機関の

承認を得た上で実施していく予定である。 
 

CC..研研究究結結果果  
図 2Aは年間新規HIV感染者数の推定値とその

95%信頼区間、図 2Bは潜伏期間の中央値を 7.5年、

10.0年、12.3年とした時の年間新規 HIV診断率を

それぞれ三角(▲)、菱形(◆)、丸(●)で示している。

年間新規 HIV感染者数は関東 51.3 人/年(95% CI: 

0, 151.4)、東京 183.9人/年 (95% CI:82.0, 285.9)、

北陸 0人/年 (95% CI:0, 32.8)、東海 43.1人/年 (95% 

CI: 0, 117.6)以外は増加傾向が認められている。特

に九州・沖縄では 2017 から 2019 年時の推定値

60.3 人/年 (95% CI:0, 142.5)と比較して、2020 か

ら 2022 年時の推定値 158.0 人/年(95% CI:57.3, 

258.7)と大幅に増加している。図 2B の年間新規

HIV 診断率については 2020 から 2022 年の北海

道・東北で 17.6% (95% CI:9.9%, 25.4%)、近畿で

20.1% (95% CI:14.9%, 25.4%)と上昇傾向にあるが、

それ以外の地域ではほぼ横ばい、低下傾向が認め

られた。特に中国・四国地方においては 10.3% 

(95% CI: 5.2%, 15.3%)まで低下している。 

図 3 は累計 HIV 感染者のうちの未診断 HIV 感

染者数の割合を示している。未診断 HIV感染者数

としては東京 886.7 人、九州・沖縄 588.8 人、関

東・甲信越 567.1 人の順で多くなっている。未診

断HIV感染者数の割合としては九州・沖縄 19.5%、

中国・四国 16.7%、北海道・東北 12.5%の順で大

きい。 

図 4Aは地域別の年間新規 HIV診断率の動向を、

図 4Bは未診断 HIV感染者数を示しており、地域

毎に色分けして示している。2019 年から 2022 年

までのデータを用いて逐次解析しており、その別

を線の種類で区別して示している。2019年以降の

推定値のリアルタイムの逐次での更新を示して

いる。図 4A においては診断率は全地域において

増加傾向が認められているが、2021年末のデータ

を使用した解析の場合は、東海・関東甲信越、近

畿、東京、北海道・東北で低下傾向が認めあれた。

しかし、2022年末までのデータで解析した場合は

低下傾向は認められなくなった。ただし、中国・

四国地方では低下傾向が認められ、2022 年では

83.2%となっている。さらに九州・沖縄では 2020

年で 80.8%、2022年で 80.5%とわずかに減少する

結果となった。 

図 5では 2022年末での累計 HIV感染者数に占

西西浦浦・・藤藤原原 図図33..  地地域域別別のの診診断断率率おおよよびび未未診診断断者者数数のの推推移移

図図 33..  西西浦浦・・藤藤原原..  22002222 年年末末のの地地域域別別のの未未診診断断 HHIIVV
感感染染者者数数割割合合 

図図 44..  西西浦浦・・藤藤原原..  22002222年年末末のの地地域域別別のの累累計計 HHIIVV感感染染
者者数数にに対対すするる未未診診断断 HHIIVV 感感染染者者数数割割合合  ((AA))とと未未診診断断
HHIIVV感感染染者者数数のの推推移移  ((BB)) 
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める既診断者数割合の推定値を地域別に示して

いる。診断率は東京 91.7% (95% CI: 90.6%, 93.3%)、

関東・甲信越 91.0% (95% CI:87.3%, 97.8%)、近畿

92.5% (95% CI:90.4%, 95.9%)でのみ 90%を超えた。

一方で中国・四国 83.3% (95% CI:75.1%, 98.7%)、

九州・沖縄 80.5% (95% CI: 73.9, 91.0)と 80%前半

として推定された。 

 
DD..考考察察  
スローガン 90-90-90については、HIV感染症の

診断者の割合に相当する最初の 90 が全国的には

達成された。今後 2030 年までの 95-95-95 の目標

達成まで引き続き診断率を低下させない努力が

必要かと考えらえる。 

新型コロナウイルス感染症の流行によって保健

所業務が逼迫したことによる検査件数、相談件数

の減少が、ここまでに見られた地域別の診断率低

下の要因である可能性が考えられる。特に中国・

四国、九州・沖縄では年間の新規感染者数と年間

の診断率の両方の悪化が認められ、保健所業務の

逼迫に加えて、性的な接触はパンデミック下の接

触を制限する対策のもとでも減っていなかった

可能性がある。地域ごとの流行動態を踏まえたア

プローチを行うことによって診断率の地域格差

是正と 95%までの引き上げにつながる可能性が

ある。 

 

EE..結結論論  
COVID-19 が流行し始めた 2020 年以降保健所

の検査件数、相談件数の推定のための具体的なモ

デルの定式化に取り組み、地域別の推定を行なっ

た。今後もデータを収集し、保健所の確認検査の

重要性を数値的に明らかにすることで、流行対策

の策定支援の基盤的データを提供をするために

作業を進めているところである。一連の研究を通

じて、診断者割合をモニタリング可能な状態を築

くことができた。今後、地域別や年齢群別の推定

を推し進めることで成果を取り纏め、きめ細やか

な検査拡大に伴う疫学的インパクトを評価する

体系を打ち立てていく。 
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図図 22..  西西浦浦・・藤藤原原..  22002222 年年末末のの地地域域別別のの年年間間新新
規規 HHIIVV感感染染者者数数おおよよびび年年間間新新規規 HHIIVV診診断断率率 

図図 55..  西西浦浦・・藤藤原原..  22002222年年末末のの地地域域別別のの累累計計 HHIIVV感感染染
者者数数にに対対すするる未未診診断断 HHIIVV感感染染者者数数割割合合 
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